
地下鉄７号線中間駅周辺まちづくり官民連携プラットフォーム設置要綱 

 

 

（目的及び設置）  

第１条 地下鉄７号線中間駅周辺のまちづくり（以下「本事業」という。）を進めるにあたり、官民連携に

よるまちづくりの推進、民間事業者の意見やアイデアの活用、効率的かつ効果的な公共施設等の整備・運

営及び良好なサービスの提供等により、「みどりと未来にこころ浮き立つ、人を育てる100年続くまちづ

くり」を実現することを目的として、地下鉄７号線中間駅周辺まちづくり官民連携プラットフォーム（以

下「プラットフォーム」という。）を設置する。 

 

（取組） 

第２条 プラットフォームは、前条の目的を達成するため、関係機関の参画・協力を得ながら、次の取組を

行う。 

（１）本事業に関する情報及びノウハウの共有 

（２）まちづくり推進のための民間事業者の意見やアイデアを聴取しながら実現化を図るための官民およ

び民間事業者間の対話の実施 

（３）まちの魅力付け推進のための官民連携によるブランディングの実施 

（４）地域の活性化を目的とした各種イベントの企画・運営および開催支援 

（５）官民連携による公共的空間の整備・管理および有効利活用の推進 

（６）その他、官民連携の導入促進のために必要な取組 

 

（組織） 

第３条 プラットフォームは、さいたま市（以下「市」という。）及び本要綱に基づき登録した民間事業者

等により構成する。 

２ プラットフォームへの参加を希望する民間事業者等は、その旨を様式第１号の事務局への申請又は電

子申請により、自由に参加することができるものとする。なお、次のいずれかに該当する者は、参加する

ことができない。 

（１）暴力団（さいたま市暴力団排除条例（平成２４年さいたま市条例第８６号）第２条第１号に規定す 

る暴力団をいう。） 

（２）役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずるものをいう。)のうちに暴力団員（さ 

いたま市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）に該当する者があるもの。 

３ プラットフォームからの退会は、その旨を様式第２号の事務局への申請又は電子申請により、任意に退

会できるものとする。 

４ 事務局はプラットフォームへ参加している民間事業者等の名称を公開することができるものとする。 

５ プラットフォームの参加に当たり会費等の負担は原則として生じないものとする。 



（秘密保持）  

第４条 会員は、本活動において知得した他の会員の技術的な情報及び相互の接触交流により知り得た会

員の秘密を第三者に開示又は漏洩をしてはならない。ただし、事前に相手方の同意を得た場合はこの限りで

はない。 

 

（事務局） 

第５条 プラットフォームの事務局は、さいたま市都市戦略本部未来都市推進部に置く。 

２ 事務局は、プラットフォームの取組実施・運営に関する企画・立案等を行う。 

 

（運営方法の見直し） 

第６条 市は、本事業の進捗状況及びその他必要があると認めるときは、プラットフォームの運営方法、取

組及び組織について見直しを行うことができる。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年８月７日から施行する。 

  


